




























































































































































回数

3

4

1
令和2年8月19日
令和2年12月9日

京都府庁
認知症ケアの基礎視点と理念、認知症
ケアの倫理

齊藤　裕三 講義

5 令和2年9月16日 市民交流プラザふくちやま
認知症のケアにおいて基礎となる理念
や考え方

森内　大輔 講義

2
令和2年8月20日
令和2年12月10日

京都府庁 認知症の人の権利擁護 渡部　智香子 講義

令和2年10月8日 京都府庁 認知症ケアに関する倫理の指導 渡邊　拓馬 講義

令和2年11月11日 京都府庁

④　対象者 介護職員等 ⑤　参加者数  ２５９名

⑥　アンケート実施有無 有　・　無

実施状況

⑦　開催期日 ⑧　会場 ⑨　研修テーマ ⑩　講師等 ⑪　研修方法

【健康福祉部】

令和２年度　人権教育・啓発事業実施状況（研修事業）

①　事業名 京都府認知症介護に係る研修 ②　担当課（室） 高齢者支援課

③　研修設定の意図及び
　　具体的目標

認知症高齢者等を介護する介護職員等（初任者、実践者、リーダー）に対して、高齢者や認知症の方に対する人権の尊重、認知症に関する理解を促進
するとともに、その実務経験に応じた適切なケアの手法を学ぶことで、認知症高齢者等の尊厳の保持の重要性、認知症高齢者の生活や生き方を大切に
した認知症ケアについて学ぶ。
 また、市町村における地域密着型サービスにおける管理者等に対しても、同様の研修を行うことで、より身近な環境で生活支援をする仕組みを学ぶ。

認知症の人への権利擁護の指導 齊藤　裕三 講義

6 令和2年9月29日 ガレリアかめおか
認知症のケアにおいて基礎となる理念
や考え方

中谷　和也 講義

7 令和2年10月23日 登録会館
認知症のケアにおいて基礎となる理念
や考え方

中西　貴洋 講義

8 令和3年1月13日 京都府社会福祉会館
認知症高齢者のケアのあり方１～虐待
防止と権利擁護について～

齊藤　裕三 講義
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【建設交通部】

令和２年度　人権教育・啓発事業実施状況

事業名 実施時期 概要

宅地建物取引業者人権啓発 ４～３月 (1)事業の目的・概要
 　　宅地建物取引業者及び宅地建物取引士に対し、業界団体の研修会や取引士証更新時の法定講習
会等の機会をとらえて、基本的人権の尊重、差別の排除に向けた指導・啓発を行う。

(2)内　　容
　 ◇宅地建物取引士に対する法定講習＜R2.4.15～R3.3.24全20回　計1,607名受講＞
 　　  建築関係法令等の法定科目に加え、「人権問題」に関する講義時間を設け、宅地建物取引業　　 者
の社会的責務に関する意識の向上を図った。

　 ◇宅建業団体人権啓発研修＜Web（動画配信）方式によりR3.2.8から配信。ｱｸｾｽ数：345件＞
　 　  府と業界団体との共催で、業界団体において指導的立場にある役員や一般会員等を対象に、　　 人
権研修を実施。ＷＬＢＣ関西木村知佐子氏を講師に、「職場におけるハラスメントの防止」　　 をテーマとし
て研修ビデオを作成し、業界団体のＷｅｂサイトから動画配信を行った。

(3)評　　価
 　　実際の宅地建物取引の場や職場環境において人権問題に直面したときに、どう対処するべきか　 を
共に考える機会となり、人権意識の向上が図られた。
　 　アンケート調査の結果からも、こういった研修会が人権問題に対する正しい理解と認識を深め　 ること
に有効であることが伺える。
   　本年度は新型コロナウイルス感染症の感染防止の観点から、業界団体による会員研修は取り止　 め
となったが、府と業界団体共催による研修において一般会員も対象としたことにより、一定の　 補完が図ら
れた。今後も、ウィズコロナを踏まえ、実施方法等について柔軟な対応を行っていく　 こととする。

新規・継続 継続

担当課（室） 建築指導課

人権教育・啓発の対象・手法等

人権教育・啓発の場 企業・職業

特定職業従事者

人権教育・啓発の推進方策

解決に資する人権問題等

人権全般
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